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This paper reports a survey result conducted in May 2012. We sent a questionnaire to 
3,000 small and medium-sized enterprises (SMEs), whose main business sector is 
manufacture and which locate in Aichi Prefecture, one of the largest economic regions in 
Japan. 803 SMEs answered this questionnaire. 
We asked 53 questions, including firm’s current business condition, relationship with 
their main banks, financial support from local governments, cooperation with 
universities and research institutes, and usage of public guarantee scheme. 
 The main feature of this survey is that it focuses on the role of local government in 
providing financial supports to SMEs. According to the results, approximately 30% of 
the respondents currently use financial support programs provided by local 
governments, such as favorable fixed interest rates loan guaranteed by public 
guarantee corporations. Over 90% of the respondents understand outlines of these 
financial support programs. We find that the support programs are very popular among 
SMEs. Many respondents that have used the program said that the programs 
contribute to the improvement of corporate performance and enable them to invest new 
equipment.  
 Also, we asked SMEs about cooperation with universities and research institutes. We 
found that 63% of the respondents have not worked with universities and research 
institutes, and only 3.7% of the respondents experienced successful results, such as new 
products and services. We believe that Japanese SMEs should conduct innovations in 
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order to survive in more and more competitive environments, and business-academia 
collaboration appears a promising way to conduct innovations. We have to analyze what 
are main obstacles for the collaboration and how we can encourage SMEs to participate 
in the collaborating activity. 
 
JEL Codes: G21; G28. 
Key Words: SME; Japan; Regional government, Regional banking; Business Support; 









移を示しているが、2003 年から 2007 年にかけて順調に経済活動が拡大している様子が読





























                                                   
1 例えばトヨタ自動車の 2009 年 3 月期決算は、売上高が前年比 21.9％減、営業損益に至っ


































予算超過となることから、この 3822 社の中から、ランダムに 3000 社を抽出することにし
た。 
図 2 は、発送先企業の従業員数の分布状況である。規模の小さな企業が多く、従業員 19
                                                   
2 愛知県「労働力調査地方集計結果－平成 24 年 10～12 月（平均）」（2013 年 2 月 14 日公
表）によると、県内の就業者 377.5 万人のうち、製造業の就業者は 100.3 万人であった。 
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人以下の企業が発送先の 76％を占めている。従業員の単純平均は 16.8 人、中位値は８人で
あった。また、図示はしていないが、資本金については、単純平均値は 1334 万円、中位値
は 1000 万円であった。また、東京商工リサーチ社の信用格付け（評点）は、平均 48.3（中
位値 48）であった3。 
以上のような準備のもと、対象企業に対してアンケート調査票を 2012 年５月７日に郵送





























                                                   









  回答件数 計 輸送用機械器具製造業 伝統的地場産業 それ以外の製造業 その他の業種 
回答件数 789  141  43  483  122  
比率 100.0  17.9  5.4  61.2  15.5  
 
 次に社齢について質問を行った。その結果をまとめたのが表 2 であり、社齢 20 年超の企




 業種別に社齢を見ると、どの業種においても 20 年超の社齢を持つと回答した企業が最も










  3 年以内  3 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 20 年以内 20 年超 
全体 
回答件数 4  9  29  69  691  
比率 0.5  1.1  3.6  8.6  86.2  
輸送用機械器具製
造業 
回答件数 1 2 3 3 132 
比率 0.7  1.4  2.1  2.1  93.6  
伝統的地場産業 
回答件数 0 0 1 1 41 
比率 0.0  0.0  2.3  2.3  95.3  
それ以外の製造業 
回答件数 1 6 16 41 419 
比率 0.2  1.2  3.3  8.5  86.7  
その他の業種 
回答件数 2 1 9 23 87 


















  回答件数 計 名古屋市  愛知県（名古屋市を除く）  岐阜県 三重県 その他 
回答件数 803  299  502  1  1  0  




 表 4 は、回答企業の規模の代理変数として、従業員数の分布をまとめたものである。最
も分布が多かったのは「6－10 人」で 23.2％、続いて「11－20 人」23.0％、「5 人以下」21.8％、










  回答件数 計 5 人以下  6-10 人 11-20 人 21-50 人 51-100 人 100 人超 
回答件数 803  175  186  185  174  58  25  






 社齢別に従業員数の変化を見ると、「3 年超 5 年以内」の若い企業では、「減少」と回答し
た企業が 44.4％あるのに対し、「やや増加」と「増加」と回答した企業も合計で 44.4％あり、
2 極化している状況が伺える。一方で「20 年超」の企業においては、企業規模を縮小させ










表5. 回答企業の 5 年前と比較した従業員数の変化(社齢別の状況) 
    減少 やや減少   ほぼ横ばい やや増加 増加 
全体 
回答件数 143  161  319  121  53  
比率 17.9  20.2  40.0  15.2  6.6  
3 年以内  
回答件数 0  0  0  2  2  
比率 0.0  0.0  0.0  50.0  50.0  
3 年超 5年以
内 
回答件数 4  0  1  3  1  
比率 44.4  0.0  11.1  33.3  11.1  
5年超 10年以
内 
回答件数 6  3  9  6  4  
比率 21.4  10.7  32.1  21.4  10.3  
10 年超 20 年
以内 
回答件数 16  7  21  17  7  
比率 23.5  10.3  30.9  25.0  10.3  
20 年超 
回答件数 117  151  287  93  39  
比率 17.0  22.0  41.8  13.5  5.7  
 
 回答企業の当期純利益の分布を見ると、最も多い回答が「2 期連続黒字」で 36.5％とな
っている。続いて「2 期連続赤字」29.3％、「赤字から黒字に転換」22.1％、「黒字から赤字
に転換」12.2％となっており、足元では半数以上の企業が黒字を達成している4（表 6 参照）。 
次に業種別に当期純利益の状況を概観してみると、「それ以外の製造業」で「2 期連続黒







1．２期連続黒字     2 ．赤字から黒字に転換     3．黒字から赤字に転落    
4．２期連続赤字 
 
                                                   
4愛知県内の企業を対象に 2009 年 9 月にアンケート調査を行った家森・冨村（2010）では、
「2 期連続赤字」企業の比率が 29.4％、「黒字から赤字に転落」と回答した企業の比率が 
32.8％となっている。一方で、国税庁「税務統計（2010 年）」によると、全法人 258 万社





    ２期連続黒字 赤字から黒字に転換 黒字から赤字に転落 ２期連続赤字 
全体 
回答件数 291  176  97  234  
比率 36.5  22.1  12.2  29.3  
輸送用機械
器具製造業 
回答件数 53 24 18 45 
比率 37.9  17.1  12.9  32.1  
伝統的地場
産業 
回答件数 13 8 3 17 
比率 31.7  19.5  7.3  41.5  
それ以外の
製造業 
回答件数 173 110 64 134 
比率 40.2  23.8  8.2  27.9  
その他の業
種 
回答件数 49 29 10 34 
比率 36.7  21.8  12.1  29.3  
 






1．特許取得        2．申請したが審査中     3．申請したが不認可 
4．申請したことがない   5．わからない 
 
表7. 回答企業の特許の申請状況 
  回答件数 計 特許取得 申請したが審査中 申請したが不認可 申請したことがない  わからない 
回答件数 798  68  41  15  678  9  
比率  8.5  5.1  1.9  85.0  1.1  
 





















1．新規事業を始めた  2．具体的な準備中である 3．計画したがうまくいかなかった 
4．計画もしなかった   5．わからない 
 
表8. 新規事業への取り組み状況(業況別の状況)（複数回答可） 











回答件数 137  64  69  523  13  797  
比率 17.2 8.0 8.7 65.6 1.6  
２期連続黒
字 
回答件数 56 27 22 184 4 293 
比率 19.1 9.2 7.5 62.8 1.4  
赤字から黒
字に転換 
回答件数 33 10 18 111 3 175 
比率 18.9 5.7 10.3 63.4 1.7  
黒字から赤
字に転落 
回答件数 22 7 7 62 0 98 
比率 22.4 7.1 7.1 63.3 0.0  
２期連続赤
字 
回答件数 25 20 22 164 5 236 




















1．資金     2．人材     3．技術     4．販路     5．規制   
6．その他（          ） 
 
表9. 新規事業を始める際に障害となった事項 
  資金 人材 技術 販路  規制 その他 
回答件数(251) 108 128 69 104 23 18 
比率 43.0 51.0 27.5 41.4 9.2 7.2 
新規事業を始めた 40.1% 43.8% 21.2% 38.7% 10.2% 8.0% 
具体的な準備中である 50.0% 53.1% 34.4% 40.6% 7.8% 3.1% 
計画したがうまくいかなかった 39.1% 58.0% 29.0% 44.9% 7.2% 8.7% 
 





















1．海外に製品を輸出している            2．海外に生産拠点を持っている 
3．海外に販売拠点を持っている           4．海外から直接仕入れている 
5．外国人の社員がいる               6．1～5 について準備中である 
7．1～5について計画したがうまくいかなかった    8．海外展開の予定はない 














回答件数 102  35  18  98  80  
比率 13.0  4.5  2.3  12.5  10.2  





はない その他  
回答件数 38  18  526  35  
 































5 人以下 5.1% 0.6% 0.6% 9.1% 1.1% 3.4% 3.4% 77.7% 
6-10 人 8.6% 1.6% 1.6% 9.7% 4.8% 2.2% 3.8% 67.2% 
11-20 人 11.4% 4.3% 0.5% 10.8% 9.7% 7.0% 1.1% 65.4% 
21-50 人 21.3% 6.9% 4.0% 14.4% 17.2% 4.0% 1.7% 58.0% 
51-100 人 20.7% 10.3% 5.2% 20.7% 27.6% 13.8% 0.0% 51.7% 






海外に製品を輸出している 該当せず 633 68 












1．資金     2．人材     3．技術     4．販路    5．規制 
6．海外情報   7．その他（                       ） 
 
表13. 海外展開時における障害 
  回答件数 計 資金  人材 技術 販路  規制 海外情報  その他 
回答件数 424  211  240  66  171  79  156  37  






円より円安」、「120～100 円」、「90 円台」）が 5 割を超えている一方で、（比較的）円高を
望ましいとする企業（「80 円台」、「70 円台」）は 1 割強と少なくなっている。 
                                                   
6帝国データバンク「海外進出に対する企業の意識調査- TDB 景気動向調査 2012 年 5 月特
別企画 -」（2012 年 6 月 5 日公表）（調査期間 2012 年 5 月 21 日～31 日。調査対象：全国 2
万 2,955 社。有効回答企業数：1 万 467 社）における同様の質問では、「文化・商習慣の違




（2,424 社）や、中小企業でも比較的規模の大きな企業（「従業員 300 人以下」の企業 8,043
社のうち「従業員 20 人以下」の小規模企業は 2,402 社）を含み、業種も様々である一方、















 表 15 は、問１０．の回答を使って、当該企業が輸出をしているか輸入をしているかで区
分（輸出入をしている場合は両方に含まれる）して、企業規模での望ましい為替レートを示











 1．120 円より円安      2．120 円～100 円       3．90 円台 
 4．80 円台          5．70 円台          6．目安はない 
 
表14. 企業にとって望ましい円・ドルレート 





90 円台 80 円台 70 円台 目安はない 
回答件数 720  27  206  167  52  28  240  

































0.0% 6.3% 0.0% 10.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0% 
120円～100
円 
55.6% 37.5% 52.4% 35.1% 41.7% 28.6% 25.0% 5.6% 25.0% 36.0% 16.7% 28.6% 
90 円台 22.2% 6.3% 23.8% 24.3% 25.0% 14.3% 18.8% 33.3% 20.0% 24.0% 50.0% 0.0% 
80 円台 11.1% 6.3% 0.0% 10.8% 25.0% 0.0% 12.5% 16.7% 15.0% 12.0% 25.0% 0.0% 
70 円台 0.0% 6.3% 9.5% 0.0% 0.0% 0.0% 18.8% 33.3% 25.0% 8.0% 0.0% 14.3% 
























                                                   




1．成長性の高い企業      2．収益性の高い企業    3．社会に貢献できる企業 
4．従業員の働き甲斐のある企業     5．地域活性化に貢献できる企業 
6．国際的な競争力のある企業      7．特定分野や専門分野で評価の高い企業 
8．地球環境にやさしい企業   9．情報化の先端を行く企業  10．安定性の高い企業 
 11．その他（                                 ） 
 
表16. 今後なりたい企業像 
回答件数 799 1.成長性の高い企業 
2.収益性の高











回答件数 103  430  216  497  74  45  










企業 その他  
回答件数 326  52  11  348  11  
 
比率 40.8  6.5  1.4  43.6  1.4  
 
表17. 今後なりたい企業像と新規事業に関しての実績 







成長性の高い企業 21.4% 8.7% 12.6% 56.3% 
収益性の高い企業 16.5% 7.2% 9.1% 66.3% 






















の借り入れでは、十分ではない企業が存在することを示している（表 20 参照）。 
 メインバンクと企業の経営状況との関係をまとめたのが表 21 である。都銀をメインバン














1．都市銀行・信託銀行 1 1 
2．愛知県の地銀（愛知銀行、中京銀行、名古屋銀行） 2 2 
3．岐阜県と三重県の地銀 3 3 
4．愛知県、岐阜県、三重県以外の地銀 4 4 
5．信用金庫 5 5 
6．信用組合 6 6 
7．政府系金融機関 7 7 
8．その他 8 8 




































回答件数 130  242  67  5  290  11  8  1  9  
763  
比率 17.0  31.7  8.8  0.7  38.0  1.4  1.0  0.1  1.2  
5 人以
下  
回答件数 15  51  21  1  72  3  0  0  1  
164 
比率 9.1  31.1  12.8  0.6  43.9  1.8  0.0  0.0  0.6  
6-10 人 
回答件数 30  62  10  0  71  1  1  1  2  
178 
比率 16.9  34.8  5.6  0.0  39.9  0.6  0.6  0.6  1.1  
11-20
人 
回答件数 22  61  12  0  72  2  2  0  2  
173 
比率 12.7  35.3  6.9  0.0  41.6  1.2  1.2  0.0  1.2  
21-50
人 
回答件数 34  49  13  3  57  4  5  0  3  
168 
比率 20.2  29.2  7.7  1.8  33.9  2.4  3.0  0.0  1.8  
51-100
人 
回答件数 17  13  9  1  14  1  0  0  1  
56 
比率 30.4  23.2  16.1  1.8  25.0  1.8  0.0  0.0  1.8  
100 人
超 
回答件数 12  6  2  0  4  0  0  0  0  
24 
比率 50.0  25.0  8.3  0.0  16.7  0.0  0.0  0.0  0.0  
 
表19. 社齢別のメインバンクの業態 


































回答件数 1 2 0 0 1 0 0 0 0 
4 




回答件数 1 3 1 0 3 0 0 0 1 
9 
比率 




回答件数 4 11 2 0 10 0 0 0 0 27 




回答件数 5 20 5 0 28 2 1 0 4 65 
比率 7.7  30.8  7.7  0.0  43.1  3.1  1.5  0.0  6.2  
20 年超 
回答件数 119 206 59 5 247 9 7 1 4 
657 



































回答件数 542  94  239  101  14  229  15  186  11  35  
比率  17.3  44.1  18.6  2.6  42.3  2.8  34.3  2.0  6.5  
 
表21. メインバンクと企業の経営状況との関係 
    ２期連続黒字 赤字から黒字に転換 黒字から赤字に転落 ２期連続赤字 合計 
全体 
回答件数 291  176  97  234  
798 
比率 36.5  22.1  12.2  29.3  
都市銀行・信託銀
行 
回答件数 61 28 8 33 
130 




回答件数 84 57 31 69 
241 
比率 34.9  23.7  12.9  28.6  
岐阜県と三重県の
地銀 
回答件数 27 10 10 20 
67 
比率 40.3  14.9  14.9  29.9  
愛知県、岐阜県、
三重県以外の地銀 
回答件数 4 0 1 0 
5 
比率 80.0  0.0  20.0  0.0  
信用金庫 
回答件数 87 67 40 92 
286 
比率 30.4  23.4  14.0  32.2  
信用組合 
回答件数 6 4 0 1 
11 
比率 54.5  36.4  0.0  9.1  
政府系金融機関 
回答件数 4 1 0 3 
8 
比率 50.0  12.5  0.0  37.5  
その他 
回答件数 0 0 0 1 
1 
比率 0.0  0.0  0.0  100.0  
持っていない 
回答件数 4 1 1 3 
9 











と「やや優れている」と回答している（表 22 参照）。 































①貴社を熟知していること 1 2 3 4 5 
②日常的な貸出担当者とのコミュニケーション 1 2 3 4 5 
③安定的な資金の供給 1 2 3 4 5 
④借入金利の低さ 1 2 3 4 5 
⑤借入時の迅速な対応 1 2 3 4 5 
⑥国際・証券業務など広範なサービスの提供 1 2 3 4 5 
⑦いざという場合に支援してくれること 1 2 3 4 5 
⑧経営への的確なアドバイス 1 2 3 4 5 
















759  133  328  234  35  29  




741  107  322  197  67  48  
100.0  14.4  43.5  26.6  9.0  6.5  
③安定的な資金の
供給 
732  132  293  233  44  30  
100.0  18.0  40.0  31.8  6.0  4.1  
④借入金利の低さ 
733  75  197  341  83  37  
100.0  10.2  26.9  46.5  11.3  5.0  
⑤借入時の迅速な
対応 
733  133  311  207  52  30  




689  23  80  418  89  79  




731  105  241  283  55  47  
100.0  14.4  33.0  38.7  7.5  6.4  
⑧経営への的確な
アドバイス 
726  28  115  384  124  75  




736  62  309  262  66  37  















①貴社を熟知していること 2.69 2.36 2.32 2.20 1.91 
②日常的な貸出担当者とのコミュニケーション 2.91 2.47 2.51 2.35 2.00 
③安定的な資金の供給 2.56 2.42 2.32 2.31 1.91 
④借入金利の低さ 2.84 2.74 2.55 2.78 2.45 
⑤借入時の迅速な対応 2.58 2.32 2.34 2.32 2.09 
⑥国際・証券業務など広範なサービスの提供 2.92 3.07 3.10 3.36 3.20 
⑦いざという場合に支援してくれること 2.82 2.66 2.60 2.41 2.30 
⑧経営への的確なアドバイス 3.20 3.20 3.13 3.05 3.09 






た回答が「1 ヶ月に 1 回以上」で半数以上を占めている（58.0％）。次いで「1 週間に 1 回
以上」（20.8％）、「3 日に 1 回以上」（9.7％）となっており、これら 3 つの回答で 9 割弱を
占めており、メインバンク職員の訪問頻度が高い点に今回のサンプルの特徴がみられる9。 
 金融機関の業態別にみると、信用金庫と信用組合をメインバンクとする企業においては、
それぞれ 9 割強、10 割の企業が 1 ヶ月に 1 回以上の訪問を受けているのに対し、都市銀行・
信託銀行がメインバンクの企業では、「半年に 1 回以上訪問」と「半年に一回以下の訪問」




   日に１回 
 
表24. メインバンク職員の訪問頻度 
    3 日に 1 回以上訪問 
1 週間に 1 回
以上訪問 






全体 回答件数 70  150  419  66  17  722  
比率 9.7  20.8  58.0  9.1  2.4  
都市銀行・信
託銀行 
回答件数 4 10 67 21 8 110  
比率 3.6  9.1  60.9  19.1  7.3  
愛知県の地
銀 
回答件数 12 51 139 19 2 223  
比率 5.4  22.9  62.3  8.5  0.9  
岐阜県と三
重県の地銀 
回答件数 8 13 34 8 0 63  





回答件数 0 3 2 0 0 
5  
比率 0.0  60.0  40.0  0.0  0.0  
信用金庫 
回答件数 43 62 152 15 2 274  
比率 15.7  22.6  55.5  5.5  0.7  
信用組合 
回答件数 1 4 5 0 0 10  
比率 10.0  40.0  50.0  0.0  0.0  
政府系金融
機関 
回答件数 0 1 2 0 3 6  
比率 0.0  16.7  33.3  0.0  50.0  
その他 
回答件数 1 0 0 0 0 1  
比率 100.0  0.0  0.0  0.0  0.0  
 
 メインバンク職員の企業の訪問頻度が 5 年前（つまり、2007 年ごろ）と比べて変化した
かを尋ねたのが問１７．である。つまり、リーマンショックの前後で訪問頻度に変化があっ
                                                   




たかを尋ねた質問である。約 6 割の企業が「ほぼ横ばい」と回答しているが、約 30％の企
業が「減少」と回答している。 













 1．増加   2．ほぼ横ばい   3．減少   4．5 年前とメインバンクは変わっている 
 
表25. メインバンク職員の訪問頻度の変化 
  回答件数 計 増加  ほぼ横ばい 減少 
5 年前とメインバン
クは変わっている 
回答件数 767  48  450  226  43  
比率 100.0  6.3  58.7  29.5  5.6  
表26. メインバンク職員の訪問頻度の変化(業態別) 
  増加 ほぼ横ばい 減少 
都市銀行・信託銀行 6.2% 47.7% 33.8% 
愛知県の地銀 9.1% 50.4% 32.2% 
岐阜県と三重県の地銀 4.5% 49.3% 35.8% 
信用金庫 4.1% 68.6% 22.1% 




  増加 ほぼ横ばい 減少 
２期連続黒字 7.6% 60.1% 22.0% 
赤字から黒字に転換 6.3% 54.0% 29.5% 
黒字から赤字に転落 6.2% 52.6% 32.0% 




















































回答件数 782  427  125  209  81  179  17  
























44.6% 14.6% 30.8% 5.4% 20.8% 3.1% 
愛知県の
地銀 




58.2% 9.0% 28.4% 11.9% 22.4% 3.0% 
信用金庫 59.0% 18.3% 21.7% 13.4% 20.7% 0.7% 






















  回答件数 計 非常に熱心 熱心 やや不熱心 全く不熱心 わからない 
回答件数 787  48  314  115  46  264  
比率 100.0  6.1  39.9  14.6  5.8  33.5  
表31. メインバンクの地域経済への取り組みに対する評価（メインバンクの業態別） 
  非常に熱心 熱心 やや不熱心 全く不熱心 わからない 
都市銀行・信託銀行 2.3% 30.0% 20.8% 10.0% 36.2% 
愛知県の地銀 4.1% 35.5% 14.0% 7.9% 38.4% 
岐阜県と三重県の地銀 6.0% 43.3% 11.9% 1.5% 35.8% 
信用金庫 8.6% 49.0% 13.1% 1.7% 26.9% 




















1．自治体        2．他の金融機関        3．商工会議所・商工会   
4．大学などの研究機関  5．ＮＰＯ  6．地元の経済団体（商店街、業界団体など）   
7．メインバンク単独   8. わからない 
 
表32. メインバンクと連携して地域経済振興に取り組んでいる機関・団体 



















回答件数 753  74  58  185  42  9  142  64  402  









銀 信用金庫 信用組合 
政府系金融機
関 
自治体 10.0% 5.8% 14.9% 20.0% 10.3% 18.2% 37.5% 
他の金融機関 7.7% 9.5% 6.0% 0.0% 5.2% 18.2% 12.5% 
商工会議所・商工
会  
21.5% 17.4% 13.4% 20.0% 31.0% 45.5% 62.5% 
大学などの研究
機関 
3.8% 4.1% 9.0% 60.0% 5.2% 0.0% 12.5% 




8.5% 11.6% 20.9% 20.0% 25.9% 54.5% 50.0% 
メインバンク単独 11.5% 7.4% 7.5% 20.0% 8.6% 0.0% 0.0% 









                                                   

















1．メインバンク  2．それ以外の民間金融機関  3．公的金融機関  4．顧問税理士 
5．商工会議所・商工会    6．外部の専門家・コンサルタント    7．親会社   












回答件数 293  19  31  274  4  25  
比率 36.9  2.4  3.9  34.5  0.5  3.1  
  7.親会社 8.取引先 9.その他 10.相談しない 11.わからない   
回答件数 21  34  5  59  29    
比率 2.6  4.3  0.6  7.4  3.7    
表35. 経営困難時に最優先に相談する相手（メインバンクの業態別） 
都市銀行・信託銀行 愛知県の地銀 岐阜県と三重県の地銀 信用金庫 信用組合 
26.9% 36.4% 46.3% 39.7% 18.2% 
 
 金融機関の競争度に関して尋ねたのが問２２．である。企業の本社地域を営業している金
融関数として最も多かった回答が「3～5 社」で約 4 割を占めている。次いで「6～9 社」
                                                                                                                                                     
な経営相談をしていると回答しているが、具体的な相談相手として、約 7 割が「顧問税理
士・会計士」、約 3 割が「経営陣」、3 割弱が「家族・親族（利害関係者）」、2 割弱が「メイ
ンバンク」と回答している（同書 第 3-2-3 図参照）。 
32 
 
（34.0％）、「10 社以上」（20.4％）となっている。この 3 つの回答で 9 割以上を占めており、














1．１社    2．2 社    3．3～5社    4．6～9社    5．10 社以上 
 
表36. 企業の本社が所在する地域における金融機関数 
  回答件数 計 1 社 2 社 3～5 社 6～9 社 10 社以上 
回答件数 796  13  41  309  271  162  
比率 100.0  1.6  5.2  38.8  34.0  20.4  
 
表37. メインバンクへの評価と地域における金融機関数 
  1 社 2 社 3～5 社 6～9 社 10 社以上 
①貴社を熟知していること 2.27 2.43 2.33 2.32 2.39 
②日常的な貸出担当者とのコミュニケーション 2.82 2.43 2.47 2.47 2.58 
③安定的な資金の供給 2.36 2.47 2.39 2.38 2.37 
④借入金利の低さ 2.55 2.76 2.72 2.78 2.74 
⑤借入時の迅速な対応 2.18 2.42 2.32 2.39 2.42 
⑥国際・証券業務など広範なサービスの提供 3.22 3.29 3.19 3.19 3.10 
⑦いざという場合に支援してくれること 2.56 2.64 2.60 2.51 2.69 
⑧経営への的確なアドバイス 3.22 3.00 3.05 3.18 3.26 
⑨すべての評価項目を踏まえた総合的な評価 2.60 2.60 2.60 2.58 2.63 












1．増加している    2．横ばい    3．減少している    4．わからない 
 
表38. 企業の本社が所在する地域における金融機関数の変化 
  回答件数 計 増加している 横ばい 減少している わからない 
回答件数 794  127  512  67  88  





務に関するアドバイス」（21.7％）となっている（表 39 参照）。 
 業態別に見てみると（表 40 参照）、新しい販売先や仕入れ先においては、都市銀行の顧
客層で有用な助言を受けている比率が高い傾向が見られる。一方で、自治体の金融・非金融
支援については、協同組織金融機関が熱心に助言を行っていることが窺える11。 
                                                   
11 『日本経済新聞』（2013 年３月 12 日 中部経済面）は、中部の地方銀行が補助金や助成
金に関するセミナーを相次いで開催する動きを紹介している。たとえば、大垣共立銀行は、









1．新しい販売先  2．新しい技術やその技術の入手方法  3．新しい仕入先 
4．人材      5．不動産（例えば、工場用地など） 
6．新しい資金調達方法（例えば、動産担保融資、ＣＬＯ、シンジケートローン） 
7．国や地方公共団体などの公的支援策のうち金融関連のもの（信用保証制度や制度融資 
  など） 
8．国や地方公共団体などの公的支援策のうち金融関連以外のもの（各種の補助金など） 
9．資金調達・財務に関するアドバイス  10．経営管理・経営戦略に関するアドバイス 
11．潜在的な資本提携先   12．潜在的な事業承継先  13．税務に関するアドバイス  
14．経営改善に向けた課題の発見や方向性の提示   15．海外展開に関するアドバイス 










































回答件数 87  14  39  13  142  104  395  77  140  





































回答件数 47  0  18  30  44  45  13  74  
 
比率 7.3  0.0  2.8  4.7  6.8  7.0  2.0  11.5  
 
表40. メインバンクから得られた有益な助言など（メインバンクの業態別） 









1.新しい販売先 15.4% 12.8% 10.4% 7.2% 18.2% 
2.新しい技術やその技術の入手方法 0.8% 1.2% 1.5% 3.1% 0.0% 
3.新しい仕入先 6.9% 6.6% 6.0% 1.4% 18.2% 
4.人材 4.6% 2.1% 3.0% 0.0% 0.0% 
5.不動産（例えば、工場用地など） 14.6% 20.7% 16.4% 18.6% 9.1% 
6.新しい資金調達方法 18.5% 11.2% 16.4% 11.4% 18.2% 
7.国や地方公共団体などの公的支援策のうち金融
関連のもの 
37.7% 50.0% 49.3% 55.2% 72.7% 
8.国や地方公共団体などの公的支援策のうち金融
関連以外のもの 
4.6% 9.9% 10.4% 10.3% 36.4% 
9.資金調達・財務に関するアドバイス 24.6% 19.0% 11.9% 15.9% 9.1% 
10.経営管理・経営戦略に関するアドバイス 10.8% 2.9% 4.5% 6.6% 0.0% 
11.潜在的な資本提携先 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
12.潜在的な事業承継先 7.7% 1.2% 1.5% 1.0% 9.1% 
13.税務に関するアドバイス 5.4% 3.7% 1.5% 3.8% 0.0% 
14.経営改善に向けた課題の発見や方向性の提示 5.4% 5.4% 4.5% 6.9% 0.0% 
15.海外展開に関するアドバイス 10.8% 3.7% 3.0% 5.2% 0.0% 
16.最近の円高に対する具体的な対応策 3.1% 2.5% 0.0% 0.3% 0.0% 























1．有用なものになった   2．以前ほど有用でなくなった   3．種類が増えた 
4．他の機関・団体と連携したものが増えた  5．具体的なものが増えた  6．変化がない 
 
表41. 金融機関からの助言内容の変化 












回答件数 704  82  88  86  58  60  381  
































有用なものになった 6.9% 13.6% 11.9% 40.0% 9.3% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 
以前ほど有用ではなくなった 13.8% 11.2% 16.4% 20.0% 9.3% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
わからない 38.5% 46.7% 44.8% 20.0% 53.4% 18.2% 50.0% 0.0% 44.4% 





















4.6% 9.1% 10.3% 13.8% 15.5% 20.0% 10.0% 11.9% 8.2% 9.4% 
以前ほど有用
でなくなった  
8.0% 11.8% 12.4% 9.8% 10.3% 24.0% 8.6% 13.6% 12.4% 11.5% 




6.3% 4.3% 8.1% 10.3% 5.2% 12.0% 6.2% 10.2% 9.3% 5.6% 
具体的なもの
が増えた 
5.1% 8.1% 5.9% 9.2% 13.8% 4.0% 9.3% 8.5% 5.2% 5.6% 











①信用金庫 1．複数の金庫の会員   2．一つの金庫の会員   3．会員ではない 




  回答件数 計 複数の金庫の会員 一つの金庫の会員  会員ではない 
回答件数 763  158  298  307  
比率 100.0  20.7  39.1  40.2  
信用組合 
  回答件数 計 複数の信組の組合員 一つの信組の組合員  組合員ではない 
回答件数 505  5  41  459  























メインバンク   違いがある 同じである  わからない 合計 
全体 
回答件数 267  130  382  
779  
比率 34.3  16.7  49.0  
都市銀行・信託銀行 
回答件数 39 20 67 
126 
比率 31.0  15.8  53.2  
愛知県の地銀（愛知銀行、
中京銀行、名古屋銀行） 
回答件数 68 41 125 
234 
比率 29.1  17.5  53.4  
岐阜県と三重県の地銀 
回答件数 18 10 37 
65 
比率 27.7  15.4  56.9  
愛知県、岐阜県、三重県以
外の地銀 
回答件数 0 2 3 
5 
比率 0.0  40.0  60.0  
信用金庫 
回答件数 119 49 117 
285 
比率 41.8  17.2  41.1  
信用組合 
回答件数 9 2 0 
11 
比率 81.8  18.2  0.0  
政府系金融機関 
回答件数 4 0 4 
8 
比率 50.0  0.0  50.0  
その他 
回答件数 0 1 0 
1 
比率 0.0  100.0  0.0  
持っていない 
回答件数 0 2 6 
8 
比率 0.0  25.0  75.0  










おり、広く利用されている実態がわかる12（表 46 参照）。 
                                                   
12日本政策金融公庫「新規開業パネル調査結果（2011 年 11 月）」によると、2006 年に開業











































回答件数 797  188  48  135  71  297  58  




















1．業績回復につながった        2．倒産回避につながった 
3．業容拡大（売り上げの増加など）につながった         4．新たな設備を導入できた 
5．他の借入を返済できた        6．金融機関との取引実績をつくれた 
7．その他（                                  ） 
 
表47. 地方自治体の制度融資の効果 























回答件数 228  63  54  28  68  45  39  14  
比率  27.6  23.7  12.3  29.8  19.7  17.1  6.1  
 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、被災地である東北地方はもちろんのこと、
サプライチェーンの寸断などによって愛知経済にも大きな影響をもたらした。そのショック
を緩和するために提供された「あいちガンバロー資金」の利用状況について尋ねた結果をま
















金(3 年まで)で最大 5000 万円を無担保・固定金利（1.5％）で提供する。最大の特徴は、信
用保証料を愛知県が全額負担し、保証を受ける中小企業の負担がゼロとされた点にある。実






















回答件数 769  119  351  48  251  











1．自治体の広報誌・ＨＰなど   2．商工会議所・商工会   3．各種業界団体   
4．金融機関        5．新聞などのメディア   
6．その他（                ）    7．関心がない 
 
表49. 自治体が提供する制度の情報収集手段 















回答件数 787  145  335  68  331  205  16  74  











1．大いに満足  2．やや満足  3．どちらでもない  4．やや不満  5．全く不満 
 
表50. 自治体の地域経済振興策に対する評価 
  回答件数 計 大いに満足 やや満足 どちらでもない やや不満 全く不満 
回答件数 779  19  133  444  115  68  




















 東海地域にとって 貴社にとって 
1．次世代自動車 1 1 
2．航空宇宙 2 2 
3．環境 3 3 
4．新エネルギー（スマートグリッド・スマートコミュ 
  ニティ分野を含む） 4 4 
5．ロボット 5 5 
6．健康長寿（医療用機械器具や医薬品、車いすなど） 6 6 
7．バイオ 7 7 
8．その他（                   ） 8 8 
 
表51. 今後有望だと思う産業 
















730  407  131  62  64  14  28  8  16  
100.0  55.8  17.9  8.5  8.8  1.9  3.8  1.1  2.2  
貴社にとって 
664  263  24  131  33  29  80  14  90  


































①地方税の減税 1 2 3 4 5 
②金融支援の強化（制度融資や利
子補給、信用保証制度の充実） 1 2 3 4 5 
③科学技術の研究開発拠点の整備 1 2 3 4 5 
④各種の補助金 1 2 3 4 5 
⑤海外・域外企業の誘致活動 1 2 3 4 5 
⑥企業の国際展開の支援 1 2 3 4 5 
 
表52. 地域活性化のための政策手段の効果に対する評価 







751  130  372  212  23  14  





759  159  453  125  10  12  




725  96  330  264  30  5  
100.0  13.2  45.5  36.4  4.1  0.7  
④各種の補助金 
741  131  409  161  26  14  
100.0  17.7  55.2  21.7  3.5  1.9  
⑤海外・域外企業
の誘致活動 
718  45  288  285  53  47  
100.0  6.3  40.1  39.7  7.4  6.5  
⑥企業の国際展
開の支援 
727  59  291  273  43  61  






























減少 2.18 1.93 2.34 2.10 2.58 2.60 
やや減少   2.16 2.03 2.32 2.12 2.64 2.72 
ほぼ横ばい 2.28 2.10 2.40 2.25 2.76 2.73 
やや増加 2.16 2.00 2.28 2.18 2.63 2.57 




２期連続黒字 2.23 2.08 2.30 2.18 2.64 2.56 
赤字から黒字
に転換 
2.17 1.95 2.33 2.19 2.72 2.63 
黒字から赤字
に転落 
2.32 2.06 2.37 2.28 2.63 2.83 












えた企業が 3 社（0.4％）あるもの、全体でみれば 1000 万円以上のまとまった金額を負担




 次に、特許の申請状況と負担許容額との関係をまとめたのが表 55 である。特許取得申請
中の企業において「9.共同研究は必要ない」と回答した企業は、僅か 2.5％であるのに対し、
                                                   
14 文部科学省「平成 22 年度文部科学省政策評価に関する調査研究事業－報告書－」によ

















 1．無料       2．100 万円未満       3．100～300 万円未満     
4．300 万円～1000 万円未満          5．1000 万円～2000 万円未満       
6．2000 万円～5000 万円未満       7．5000 万円～1 億円未満         














回答件数 153 21 9 99 20 
比率 20.0 15.7  22.0  21.5  17.1  
100 万円未満 
回答件数 214 46 10 127 27 
比率 28.0 34.3  24.4  27.6  23.1  
100～300 万円
未満 
回答件数 105 26 7 64 8 
比率 13.7 19.4  17.1  13.9  6.8  
300 万円～
1000 万円未満 
回答件数 36 5 1 23 7 
比率 4.7 3.7  2.4  5.0  6.0  
1000 万円～
2000 万円未満 
回答件数 10 2 0 8 0 
比率 1.3 1.5  0.0  1.7  0.0  
2000 万円～
5000 万円未満 
回答件数 1 0 0 1 0 
比率 0.1 0.0  0.0  0.2  0.0  
5000 万円～1
億円未満 
回答件数 0 0 0 0 0 
比率 0.0 0.0  0.0  0.0  0.0  
1 億円以上 
回答件数 3 0 0 2 0 
比率 0.4 0.0  0.0  0.4  0.0  
共同研究は必
要ない 
回答件数 243 34 14 136 55 
比率 31.8 25.4  34.1  29.6  47.0  


































回答件数 9 20 17 4 3 1 0 0 11 
65 




回答件数 7 17 11 2 2 0 0 0 1 40 




回答件数 5 3 3 1 0 0 0 0 3 15 




回答件数 132 172 77 27 6 0 0 3 227 
644 
比率 20.5  26.7  4.2  4.2  0.9  0.0  0.0  0.5  35.2 
わから
ない 
回答件数 1 3 2 1 0 0 0 0 2 
9 
比率 11.1  33.3  11.1  11.1  0.0  0.0  0.0  0.0  22.2 
 
表56. 産学連携を行う際の負担許容額（新規事業の展開） 





























回答件数 25 44 32 8 2 1 0 0 22 134 





回答件数 7 25 13 6 2 0 0 0 7 
60 






回答件数 13 24 10 2 3 0 0 0 15 
67 




回答件数 103 121 49 20 4 0 0 3 195 
495 
比率 20.8  24.4  9.9  4.0  0.8  0.0  0.0  0.6  39.4  
わから
ない 
回答件数 3 4 3 0 0 0 0 0 2 
12 














1．共同研究開発   2．技術的相談   3．設備・機材の利用   4．委託研究 
5．ライセンシング（研究機関の持つ特許等の利用）   6．従業員教育 
7．卒業生の就職   8．大学等の研究者とのネットワークの構築 
9．産学連携を実施しているという評判   10．期待することはない 
 
表57. 産学連携に期待すること 






























回答件数 699  197  329  125  111  65  74  88  107  35  150  


























































回答件数 728  27  34  51  83  459  111  



























  回答件数 計 名古屋市 
愛知県（名古屋市
を除く） 
岐阜県と三重県 その他国内  海外 
回答件数 101  33  38  8  22  0  














1．大学等の産学連携窓口        2．TLO・産学連携コーディネータ   
3．研究者への直接問い合わせ     4．取引金融機関の紹介    
5．卒業生などの人脈     6．取引関係を通じて     7．学会を通じて     
8．その他（                       ） 
 
表60. 産学連携のアクセス手段 























回答件数 99  13  17  24  8  5  20  4  8  





産学連携に取り組んでいない企業に対して、その理由を質問している（表 61 参照）。 
 「10.産学連携を行うような研究開発テーマをもっていない」（47.8％）、「5.貴社の社内の









1．事務手続き・契約に関する問題     2．技術・研究者情報に関する問題 
3．ニーズとのミスマッチの問題   
4．研究者との意思疎通や意識・組織文化の相違の問題 
5．貴社の社内の問題（人材不足など） 6．成果の導出に関する問題  7．制度要因     



























































回答件数 624  41  48  60  31  139  22  5  19  55  298  











1．行ったことがある   2．誘いはあったが行かなかった   3．行ったことはない 
 
表62. ビジネスマッチングへの参加状況 
  回答件数 計 行ったことがある 誘いはあったが行かなかった 行ったことはない 
回答件数 787  288  84  415  











1．メインバンク  2．それ以外の金融機関   3．自治体    4．国などの機関 
5．業界団体    6．商工会議所・商工会などの地元経済団体   7．その他 
 
表63. ビジネスマッチングを紹介した機関・団体 








回答件数 288  136  79  21  27  71  112  25  















1．メインバンク  2．それ以外の金融機関   3．自治体    4．国などの機関 
5．業界団体    6．商工会議所・商工会などの地元経済団体   7．その他 
 
表64. 有益なフェアを開催した機関・団体 








回答件数 248  53  22  13  17  68  54  21  















7．その他（                                   ） 
 
表65. ビジネスマッチングへの参加理由 


















回答件数 285  211  84  79  87  18  33  4  
















1．既存事業の拡大・再生に貢献した  2．新規事業に貢献した   

















回答件数 283  46  19  0  26  205  







最も多かった回答が「1. 2000 年以前から利用している」（46.2％）で、10 年以上信用保証
制度を利用している企業が相当数あることが示された。現在信用保証制度を利用している企













2．2001 年以降リーマンショックまで（2008 年 9 月）の期間から利用している 















回答件数 783  362  63  85  273  




でも、厳しい経営環境に置かれた時期があったことがわかる（表 68 参照）。 






   1．ある         2．ない         3．わからない 
 
表68. 返済条件変更の申請の有無 
  回答件数 計 ある  ない   わからない 
回答件数 784  223  541  20  























回答件数 205 3 14 
222  
比率 92.3  1.4  6.3  
２期連続黒字 
回答件数 56 2 3 
61 
比率 91.8  3.3  4.9  
赤字から黒字に
転換 
回答件数 56 1 4 
61 
比率 91.8  1.6  6.6  
黒字から赤字に
転落 
回答件数 22 0 0 
22 
比率 100.0  0.0  0.0  
２期連続赤字 
回答件数 70 0 7 
77 
比率 90.8  0.0  9.1  
合計   204 3 14 221 
 
 問４９．では、返済条件変更の申請を行った時期について質問している。最も多かった回
答が「2. 2010 年～2009 年」（40.9％）となっており、2008 年 9 月に発生したリーマンシ

















  回答件数 計 2011 年以降 
2010 年～2009
年  
2008 年 2007 年以前 わからない 
回答件数 220  75  90  18  30  7  
比率 100.0  34.1  40.9  8.2  13.6  3.2  
 
 問５０．では、最も直近の返済条件変更の申請が、初めてのものか、２回目以降のものな















1．貴社にとっての初めての返済条件の変更の申し出   2．2 回目以降の申し出 
 









2 回目以降の申し出 合計 
全体 
回答件数 116 99 
215 
比率 54.0  46.0  
2000 年以前から利用
している 
回答件数 69 63 
132 





回答件数 10 10 
20 
比率 50.0  50.0  
リーマンショック以降
（2008 年 10 月）になっ
て利用している 
回答件数 20 4 
24 
比率 83.3  16.7  
利用していない 
回答件数 15 20 
35 
比率 42.3  57.1  
合計   114 97 211 
表72. 申し出の時期と申請回数 
  貴社にとっての初めての返済条件の変更の申し出  2 回目以降の申し出 
2011 年以降 30 44 
2010 年～2009 年  53 33 
2008 年 11 7 
2007 年以前 19 10 
わからない 2 5 
 
 次に、条件変更の申請が認められた場合に、その内容について尋ねている。回答が多かっ















1．１年以内の返済期間の繰り延べ  2．１年超の返済期間の繰り延べ   
3．金利の引き下げ         4．債務元本のカット          
5．その他（                   ） 
 
表73. 返済条件変更の内容 





金利の引き下げ 債務元本のカット  その他 
回答件数 199  62  62  65  8  20  










ト    
その
他 
2011 年以降 41.3% 25.3% 29.3% 5.3% 2.7% 
2010 年～2009 年  26.7% 28.9% 31.1% 1.1% 7.8% 
2008 年 16.7% 11.1% 38.9% 5.6% 22.2% 
2007 年以前 10.0% 46.7% 20.0% 3.3% 16.7% 
















1．担当職員が再建の相談に乗ってくれた   2．新規融資に対して冷淡になった 
3．他の既存貸出についても積極的に変更に応じてくれた 
4．他の銀行への乗り換えを促された     5．信用保証の利用を勧められた 
6．経営計画などの立案を厳しく求められた   
7．貸出金利や担保等の条件が厳しくなった  8．変化はなかった 
 
表75. 条件変更が認められた後の金融機関の態度の変化 







































回答件数 198  42  31  45  2  29  23  23  77  





援する役割を果たしている結果となっている（表 76 参照）。 














 1．回復した    2．横ばい    3．一層悪化    4．わからない 
 
表76. 条件変更が認められた後の企業業績の変化 
  回答件数 計 回復した 横ばい 一層悪化 わからない 
回答件数 199  96  83  16  4  










ト    
その
他 
回復した 53.2% 54.8% 41.5% 12.5% 45.0% 
横ばい 33.9% 35.5% 53.8% 62.5% 35.0% 
一層悪化 9.7% 8.1% 3.1% 25.0% 5.0% 


































回復した 66.7% 29.0% 64.4% 50.0% 44.8% 65.2% 39.1% 41.6% 
横ばい 33.3% 48.4% 31.1% 50.0% 48.3% 26.1% 43.5% 46.8% 
一層悪化 0.0% 12.9% 4.4% 0.0% 6.9% 8.7% 17.4% 9.1% 
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Ⅰ．貴社の概要について                            
問１． 以下に挙げた各業種のうち、貴社が行っている主要な事業（出荷額ベース）にもっとも近い
のはどれですか。以下から該当する番号を一つ選び、○で囲んで下さい。 




1．3年以内  2．3年超 5年以内  3．5年超 10年以内  4．10年超 20年以内  5．20年超 
 
問３． 貴社の本社はどこにありますか。以下から該当する番号を一つ選び、○で囲んで下さい。 
















1．特許取得        2．申請したが審査中     3．申請したが不認可 




1．新規事業を始めた   2．具体的な準備中である  3．計画したがうまくいかなかった 
4．計画もしなかった   5．わからない 
付 録  













4．海外から直接仕入れている  5．外国人の社員がいる 
7．1～5について計画したがうまくいかなかった 




1．資金     2．人材     3．技術     4．販路    5．規制 




1．120円より円安    2．120円～100円 






1．成長性の高い企業       2．収益性の高い企業     3．社会に貢献できる企業 
4．従業員の働き甲斐のある企業  5．地域活性化に貢献できる企業 
6．国際的な競争力のある企業   7．特定分野や専門分野で評価の高い企業 
8．地球環境にやさしい企業    9．情報化の先端を行く企業  10．安定性の高い企業 











- 67 - 








1．都市銀行・信託銀行 1 1 
2．愛知県の地銀（愛知銀行、中京銀行、名古屋銀行） 2 2 
3．岐阜県と三重県の地銀 3 3 
4．愛知県、岐阜県、三重県以外の地銀 4 4 
5．信用金庫 5 5 
6．信用組合 6 6 
7．政府系金融機関 7 7 
8．その他 8 8 






















①貴社を熟知していること 1 2 3 4 5 
②日常的な貸出担当者とのコミュニケーション 1 2 3 4 5 
③安定的な資金の供給 1 2 3 4 5 
④借入金利の低さ 1 2 3 4 5 
⑤借入時の迅速な対応 1 2 3 4 5 
⑥国際・証券業務など広範なサービスの提供 1 2 3 4 5 
⑦いざという場合に支援してくれること 1 2 3 4 5 
⑧経営への的確なアドバイス 1 2 3 4 5 
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以下から該当する番号を一つ選び、○で囲んで下さい。 

















1．自治体   2．他の金融機関   3．商工会議所・商工会   4．大学などの研究機関 





1．メインバンク  2．それ以外の民間金融機関  3．公的金融機関  4．顧問税理士 
5．商工会議所・商工会  6．外部の専門家・コンサルタント  7．親会社  8．取引先 









1．増加している  2．横ばい  3．減少している  4．わからない 
問２４． 以下の各項目について、過去にメインバンクから有用な助言や情報を受けたことがありま
- 69 - 
すか。受けたことがある項目すべてについて、該当する番号を○で囲んで下さい（複数回答可）。 
1．新しい販売先  2．新しい技術やその技術の入手方法  3．新しい仕入先 




9．資金調達・財務に関するアドバイス  10．経営管理・経営戦略に関するアドバイス 
11．潜在的な資本提携先  12．潜在的な事業承継先  13．税務に関するアドバイス  
14．経営改善に向けた課題の発見や方向性の提示    15．海外展開に関するアドバイス 




1．有用なものになった   2．以前ほど有用でなくなった   3．種類が増えた 




①信用金庫 1．複数の金庫の会員   2．一つの金庫の会員   3．会員ではない 




1．違いがある   2．同じである   3．わからない 
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の効果として、以下から該当する番号を選び、すべて○で囲んで下さい（複数回答可）。 
1．業績回復につながった        2．倒産回避につながった 
3．業容拡大（売り上げの増加など）につながった         4．新たな設備を導入できた 
5．他の借入を返済できた        6．金融機関との取引実績をつくれた 
7．その他（                                  ） 
 
問３０． 愛知県では、東日本大震災の影響を受けた企業に対して、「あいちガンバロー資金」（震災










1．自治体の広報誌・ＨＰなど  2．商工会議所・商工会  3．各種業界団体  4．金融機関 








 東海地域にとって 貴社にとって 
1．次世代自動車 1 1 
2．航空宇宙 2 2 
3．環境 3 3 
4．新エネルギー（スマートグリッド・スマートコミュニ
ティ分野を含む） 4 4 
5．ロボット 5 5 
6．健康長寿（医療用機械器具や医薬品、車いすなど） 6 6 
7．バイオ 7 7 
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①～⑥の項目について、５段階（1.非常に効果的～5.逆にマイナス）で評価し、該当する番号を
一つ選び、○で囲んで下さい。 









①地方税の減税 1 2 3 4 5 
②金融支援の強化（制度融資や利子
補給、信用保証制度の充実） 1 2 3 4 5 
③科学技術の研究開発拠点の整備 1 2 3 4 5 
④各種の補助金 1 2 3 4 5 
⑤海外・域外企業の誘致活動 1 2 3 4 5 
⑥企業の国際展開の支援 1 2 3 4 5 
 

















1．共同研究開発   2．技術的相談   3．設備・機材の利用   4．委託研究 
5．ライセンシング（研究機関の持つ特許等の利用）   6．従業員教育 
7．卒業生の就職   8．大学等の研究者とのネットワークの構築 
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ますか。複数の連携先がある場合は、もっとも密接に連携している機関について、以下から該当
する番号を一つ選び、○で囲んで下さい。 




1．大学等の産学連携窓口  2．TLO・産学連携コーディネータ  3．研究者への直接問い合わせ 
4．取引金融機関の紹介   5．卒業生などの人脈   6．取引関係を通じて 





1．事務手続き・契約に関する問題     2．技術・研究者情報に関する問題 
3．ニーズとのミスマッチの問題       4．研究者との意思疎通や意識・組織文化の相違の問題 
5．貴社の社内の問題（人材不足など） 6．成果の導出に関する問題 
7．制度要因     8．その他（                           ） 









1．メインバンク  2．それ以外の金融機関   3．自治体    4．国などの機関 





1．メインバンク  2．それ以外の金融機関   3．自治体    4．国などの機関 

















1．既存事業の拡大・再生に貢献した  2．新規事業に貢献した  3．資本提携につながった 
4．勧誘先との関係の強化につながった 5．めぼしい成果はなかった 
 





3．リーマンショック以降（2008 年 10月）になって利用している 
4．利用していない 
 
問４７． 貴社は、過去 10年に借入金の返済条件の変更を金融機関に申し出たことがありますか。 
以下から該当する番号を一つ選び、○で囲んで下さい。 














- 74 - 
関との間で、次のどれに当てはまりますか。以下から該当する番号を一つ選び、○で囲んで下さ
い。 




1．１年以内の返済期間の繰り延べ  2．１年超の返済期間の繰り延べ  3．金利の引き下げ 






1．担当職員が再建の相談に乗ってくれた   2．新規融資に対して冷淡になった 
3．他の既存貸出についても積極的に変更に応じてくれた 
4．他の銀行への乗り換えを促された     5．信用保証の利用を勧められた 





1．回復した   2．横ばい   3．一層悪化   4．わからない 
 
 
 
 
